
水 道 事 業 会 計 予 算 書



　（総則）

　（業務の予定量）

（１） 件

（２） ㎥

（３） ㎥

　（収益的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第４項 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

　（特例的収入及び支出）

　　　　　収　　　　　　　　　　入

1,004,227

1,653,115

補助金及び補償
金

　　　　　収　　　　　　　　　　入

76,233

521,326

営 業 収 益

水 道 事 業 収 益

648,888営 業 外 収 益

予 備 費

水道事業資本的収入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額 489,000千円は、当年度分消費税資本的収支調整額 27,899千円及び

　、過年度分損益勘定留保資金 371,156千円当年度分損益勘定留保資金 89,945千円で補て

　　　　　支　　　　　　　　　　出

営 業 費 用

1,657,582

平 成 ２ ９ 年 度 新 城 市 水 道 事 業 会 計 予 算

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第１条　平成２９年度新城市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

給 水 件 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

19,190

5,138,000

14,077

1,010,326

100

水 道 事 業 費 用

1,527,666

23,120

営 業 外 費 用 129,816

企 業 債 償 還 金

520,051

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権

工 事 負 担 金

加 入 分 担 金

出 資 金 160,255

8,718

490,275

水道事業資本的支出

　んするものとする。）。

及び債務はそれぞれ82,528千円及び85,506千円である。

建 設 改 良 費

企 業 債

　　　　　支　　　　　　　　　　出

253,000
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　（債務負担行為）

　（企業債）

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　 （１） 千円

（２） 千円

　（他会計からの補助金）

　（たな卸資産購入限度額）

新城市長　穂　積　亮　次

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　項 期　　間 限　度　額

水道施設及び工作物所有のための地
上権設定に係る土地借上料

左記施設及び工作物の敷
地として借り上げるため
に必要な額

平成30年度から
平成113年度まで
平成30年度から
平成114年度まで
平成30年度から

施設が除去されるまで

112,134

20

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

配水設備拡張事業

起債の方法

4.0以内証書借入 　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
はその債権者と協定するものによ
る。
　ただし、企業財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し又
は繰上償還若しくは低利に借換え
することができる。

　303,937円である。

老朽管更新事業

及び

第７条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

配水設備改良事業

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

253,000 

利 率

％

第１０条　水道事業助成等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、7,030千円と定める。

職 員 給 与 費

予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

交 際 費

限 度 額

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

　平成２９年２月２３日　提出
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水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

 



予　定　額 備考

1 千円

1,653,115

1 営 業 収 益 1,004,227

1 給 水 収 益 982,247

2 受 託 工 事 収 益 2,000

3 その 他営業収益 19,980

2 営 業 外 収 益 648,888

1 受 取 利 息 160

2 他 会 計 補 助 金 303,937

3 長期 前受金戻入 340,564

4 消 費 税 還 付 金 1

5 雑 収 益 4,226

予　定　額 備考

1 千円

1,657,582

1 営 業 費 用 1,527,666

1 原水 及び浄水費 445,982

2 配水 及び給水費 94,435

3 受 託 工 事 費 1,000

4 総 係 費 109,760

5 減 価 償 却 費 867,272

6 資 産 減 耗 費 9,217

2 営 業 外 費 用 129,816

1 支 払 利 息 113,022

2 消 費 税 15,792

3 雑 支 出 1,002

4 予 備 費 100

1 予 備 費 100

平成２９年度新城市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

水 道 事 業 収 益

目

款

款

項 目

項

水 道 事 業 費 用
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予　定　額 備考

1 千円

521,326

1 工 事 負 担 金 23,120

1 工 事 負 担 金 23,120

2 加 入 分 担 金 8,718

1 加 入 分 担 金 8,718

3 76,233

1 補 助 金 40,533

2 補 償 金 35,700

4 出 資 金 160,255

1 他 会 計 出 資 金 160,255

5 企 業 債 253,000

1 企 業 債 253,000

予　定　額 備考

1 千円

1,010,326

1 建 設 改 良 費 520,051

1 配水 設備拡張費 48,870

2 配水 設備改良費 442,438

3 営 業 設 備 費 1,872

2 企 業 債 償 還 金 490,275

1 企 業 債 償 還 金 490,275

資 本 的 支 出

水 道 事 業

資 本 的 収 入

目

款 項 目

支　　　出

水 道 事 業

補 助 金 及 び
補 償 金

款 項

資本的収入及び支出

収　　　入
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 20,407

　　　減価償却費 867,272

　　　賞与引当金の増減額（減少は△） 3,139

　　　法定福利費引当金の増減額（減少は△） 582

　　　長期前受金戻入額 △ 340,564

　　　受取利息及び受取配当金 △ 160

　　　支払利息 113,022

　　　固定資産除却費 9,216

　　　未収金の増減額（増加は△） △ 77,201

　　　未払金の増減額（減少は△） 28,392

　　　　　小計 583,291

　　　利息及び配当金の受取額 160

　　　利息の支払額 △ 113,022

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 470,429

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 400,691

　　　国庫補助金等による収入 40,533

　　　補償金による収入 4,013

　　　工事負担金の受入による収入 16,782

　　　分担金の受入による収入 8,072

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 331,291

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 253,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 490,275

　　　他会計からの出資による収入 195,255

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 42,020

Ⅳ　資金増加(減少)額 97,118

Ⅴ　資金期首残高 302,938

Ⅵ　資金期末残高 400,056

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

予定キャッシュ・フロー計算書

平成２９年度新城市水道事業
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１  総　　括

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 0)

11 39,397 28,183

( 0)

5 16,148 10,710

( 0)

16 55,545 38,893

( 0)

5 18,724 11,757

( 0)

4 11,553 7,910

( 0)

9 30,277 19,667

( 0)

6 20,673 16,426

( 0)

1 4,595 2,800

( 0)

7 25,268 19,226

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

470

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額4,828千円が含ま
れる。また、法定福利費には、翌年度6月法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費繰入額895千円が含まれる。

給 与 費 明 細 書

本

年

度

前

年

度

比

較

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

前 年 度

区 分

本 年 度

合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

夜 間 勤 務
手 当

職

員

手

当

等

の

内

訳

比 較

区 分

比 較

資 本 勘 定
支 弁 職 員

(千円)

損 益 勘 定
支 弁 職 員

26,858

30,481

比 較

前 年 度

本 年 度

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

(千円) (千円)

期 末
手 当

勤 勉
手 当

1,142

689

453

1,836

1,230

606

(千円)(千円)

14,285 9,516

損 益 勘 定
支 弁 職 員

区 分

職 員 数 給 与 費

特別職 一般職

12,743

合 計

(千円)

計

80,323

職 員
手 当 等

法 定 福 利 費報 酬 給 料 賃 金

67,580

(千円)

10,174

1,078

31,811

36,780

23,338

52,016

94,438 17,696

44,494

19,463

49,944

37,099

7,395

3,875

7,522

112,134

43,543

8,473

60,118

6,444

6,299

4,953

時 間 外 勤 務
手 当

(千円) (千円)

9,000

4,723

7,330

6,955 4,339

951

379

572 4,277

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

(千円)

△ 1

99

100

住 居
手 当

(千円)

744

402

342

(千円)

区 分

本 年 度

前 年 度

(千円)(千円)

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

5,177

退 職
手 当

850

(千円)

19,226

休 日 勤 務
手 当

(千円)

38,893

児 童
手 当

単 身 赴 任
手 当

(千円)

19,667

計

宿 日 直
手 当

(千円)

1,320

(千円)

地 域
手 当

(千円)
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

・給料の改定率　0.28%

・給料改定実施時期　平成28年4月

扶養手当 配偶者 子 父母等

見直し前 13,000円 6,500円 6,500円

見直し後 10,000円 8,000円 6,500円

勤勉手当　6月期 12月期

改定前 　0.800月 0.800月

改定後 　0.850月 0.850月

３　給料及び職員手当等の状況

(１)  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

(２)　初任給

△ 18千円

その他の増
減分

17,722 職員の異動等に伴う
増減分

異動･その他

17,722千円

職 員
手当等

19,226 扶養手当支給額見直
しに伴う増加分

制度改正に
伴う増減分

1,504

勤勉手当支給率改定
に伴う増加分

1,522千円

平均昇給率 1.61%

異動･その他

24,232千円

給 料 25,268 昇給に伴う
増加分

882

その他の増
減分

24,232 職員の異動等に伴う
増減分

給与改定に
伴う増減分

154

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考
(千円) (千円)

平 均 年 齢 (歳)

平均給料月額(円)

事 務 ･ 技 術 職区 分

158,800 158,800

一 般 行 政 職 ( 円 )

平均給与月額(円)

平成 28年 1月 1日 現在

平均給料月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

平均給与月額(円)

平成 29年 1月 1日 現在

大 学 卒 178,200

37.12

275,046

313,841

37.68

272,502

178,200

高 校 卒 146,100

区 分 事 務 ・ 技 術 職 ( 円 )
一 般 会 計 の 制 度

326,136

146,100

短 大 卒
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(３)　級別職員数

　(級別の標準的な職務内容)

級

行 政 職 給 料 表 ( 一 )

事 務 ･ 技 術 職

区 分

6 級
(      ) (      )

1 11.1 

33.3 

3 級
(      ) (      )

5 級
(      ) (      )

2 級
(      ) (      )

7 級
(      )

事 務 ･ 技 術 職

行 政 職 給 料 表 ( 一 )

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

4 級
(      ) (      )

3 

(      )

区 分

(人) (％)

職 員 数 構 成 比

1 11.1 

1 級
(      ) (      )

4 44.4 

計
(      ) (      )

9 100.0 

7 級
(      ) (      )

1 11.1 

4 級
(      )

(      )

1 11.1 

5 級
(      ) (      )

1 11.1 

6 級
(      )

＊(　)は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

＊構成比は小数点以下第２位を四捨五入してあるので、その合計が100％にならない場合がある。

計
(      ) (      )

9 100.0 

平 成 28 年 1 月 1 日 現 在

1 級
(      ) (      )

3 33.3 

2 級
(      ) (      )

1 11.1 

(      )

2 22.2 

3 級
(      ) (      )

2 級

1 級

部長、理事の職務

副部長、課長、参事の職務

副課長、副参事の職務

係長、主査の職務

主任の職務

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

定型的な業務を行う職務

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級
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(４)　昇給

合 計 事務･技術職

16 16

14 14

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人) 14 14

6号給(人)

8号給(人)

87.50 87.50

9 9

8 8

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人) 8 8

6号給(人)

8号給(人)

88.89 88.89

(５)　特殊勤務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (%) 0.18

本

年

度

前

年

度

区 分

比　率　(B)/(A)(%)

号給数別内訳

昇給に係る職員数(B)(人)

職　員　数　(A) (人)

職　員　数　(A) (人)

昇給に係る職員数(B)(人)

号給数別内訳

比　率　(B)/(A)(%)

区 分 全 職 種

支 給 対 象 職 員 の 比 率 (%)
22.22

( 平 成 29 年 1 月 1 日 現 在 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 施設維持対応手当
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(６)　期末手当・勤勉手当

6 月 12 月 支 給 率 計

(月分) (月分) (月分)

( 1.050) ( 1.200) ( 2.250)

2.075 2.225 4.300

( 1.025) ( 1.175) ( 2.200)

2.025 2.175 4.200

( 1.050) ( 1.200) ( 2.250)

2.075 2.225 4.300

＊(　　　)は、短時間勤務職員の支給率。

(７)　定年退職及び早期退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(８)　その他の手当

（注）この事業は、管理者を置かないこととしている。

住 居 手 当 同 じ

区 分 差 異 の 内 容

扶 養 手 当

一 般 会 計 の 制 度
と の 異 同

同 じ

一 般 会 計
の 制 度

(支給率等 )

最 高 限 度

・定年前早期退
職特例措置
・調整額

25.55625

20 年 勤 続
の 者

25 年 勤 続
の 者

35 年 勤 続
の 者

地 域 手 当

通 勤 手 当 同 じ

同 じ

・定年前早期退
職特例措置
・調整額

34.5825 49.5900 49.5900

そ の 他 の
加算措置等

49.590049.5900

備 考

職制上の段階､
職 務 の 級 等
による加算措置

有

有

25.55625 34.5825

区 分

本 年 度

一 般 会 計
の 制 度

区 分

支 給 率 等

支 給 期 別 支 給 率

前 年 度 有

備 考

‐10‐



期 間 金 額 期 間 金 額

千円 千円 千円 千円

左の財源内訳

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額事 項 限 度 額

左記施設及
び工作物の
敷地として
借り上げる
ために必要
な額

水道施設及び
工作物所有の
ための地上権
設定に係る土
地借上料

平成30年度から
平成113年度まで

平成30年度から
平成114年度まで

平成30年度から
施設が除去され
るまで

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ
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1

(１) 有形固定資産

イ 　土　　地 96,266

ロ 　建　　物 780,798

　減価償却累計額 △ 238,538 542,260

ハ 　構　築　物 20,324,868

　減価償却累計額 △ 5,080,695

ニ 　機械及び装置 4,253,024

　減価償却累計額 △ 2,166,283 2,086,741

ホ 　車両及び運搬具 5,088

　減価償却累計額 △ 4,063 1,025

ヘ 　工具器具及び備品 7,016

　減価償却累計額 △ 6,372 644

ト 　建設仮勘定 84,613

有形固定資産合計 18,055,722

（２）　　無形固定資産

イ 　施設利用権 27,339

　無形固定資産合計 27,339

（３） 投資その他の資産

イ 　破産更生債権等 2,200

　貸倒引当金 △ 2,200

投資その他の資産合計 0

固定資産合計

2

(１) 現　金　預　金 400,056

(２) 未　収　金 308,933

　 貸 倒 引 当 金 △ 1,100 307,833

(３)　 貯　蔵　品 540

(４)　 前　払　金 46

　 流 動 資 産 合 計 708,475

　 資　産　合　計 18,791,536

　流　動　資　産

平成２９年度新城市水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産

15,244,173

18,083,061
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3

(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 8,388,788

8,388,788

8,388,788

4

(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 513,910

513,910

(２) 332,571

(３)

イ 賞 与 引 当 金 6,852

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,265

8,117

(４) 13,593

868,191

5

9,464,220

6,780,091

6 2,687,452

7

(１)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,942

資 本 剰 余 金 合 計 2,942

(２)

イ 減 債 積 立 金 91,365

ロ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 27,293

64,072

67,014

2,754,466

　剰　余　金

　資 本 剰 余 金

　利 益 剰 余 金

　利 益 剰 余 金 合 計

　剰 余 金 合 計

　資 本 合 計
　負 債 資 本 合 計

　資　本　金

　未　払　金

　引　当　金

　その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

　引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資　本　の　部

△ 2,684,129

　流　動　負　債

　企　業　債

　固 定 負 債 合 計

16,037,070

18,791,536

　企 業 債 合 計

負　債　の　部

　固　定　負　債

　企　業　債

　企 業 債 合 計
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1

(1) 679,931

(2) 2,000

(3) 5,750 687,681

2

(1) 325,480

(2) 50,700

(3) 1,852

(4) 82,296

(5) 348,090

(6) 19,889 828,307

140,626

3

(1) 875

(2) 107,978

(3) 28,221 137,074

4

(1) 56,364

(2) 1,113 57,477 79,597

61,029

5

(1) 100 100 △ 100

61,129

54,243

6,886

総 係 費

平成２８年度新城市水道事業予定損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金
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1

(１) 有形固定資産

イ 　土　　地 25,442

ロ 　建　　物 707,683

　減価償却累計額 △ 222,192 485,491

ハ 　構　築　物 11,040,968

　減価償却累計額 △ 4,543,605 6,497,363

ニ 　機械及び装置 2,741,245

　減価償却累計額 △ 1,878,673 862,572

ホ 　車両及び運搬具 3,977

　減価償却累計額 △ 3,836 141

ヘ 　工具器具及び備品 6,616

　減価償却累計額 △ 6,247 369

ト 　建設仮勘定 57,474

有形固定資産合計 7,928,852

（２）　　無形固定資産

イ 　施設利用権 27,339

　無形固定資産合計 27,339

（３） 投資その他の資産

イ 　破産更生債権等 2,200

　貸倒引当金 △ 2,200

投資その他の資産合計 0

固定資産合計 7,956,191

2

(１) 現　金　預　金 302,938

(２) 未　収　金 193,707

　 貸 倒 引 当 金 △ 1,100 192,607

(３)　 貯　蔵　品 540

(４)　 前　払　金 46

　 流 動 資 産 合 計 496,131

　 資　産　合　計 8,452,322

　流　動　資　産

平成２８年度新城市水道事業予定貸借対照表

（平成２９年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産
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3

(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 2,818,620

2,818,620

2,818,620

4

(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 162,152

162,152

(２) 219,003

(３)

イ 賞 与 引 当 金 3,713

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 683

4,396

(４) 13,593

399,144

5

4,998,505

2,654,940

5,872,704

6 2,492,197

7

(１)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,942

資 本 剰 余 金 合 計 2,942

(２)

イ 減 債 積 立 金 91,365

ロ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 6,886

84,479

87,421

2,579,618
8,452,322

　剰　余　金

　資 本 剰 余 金

　利 益 剰 余 金

　利 益 剰 余 金 合 計

　剰 余 金 合 計

　資 本 合 計
　負 債 資 本 合 計

　資　本　金

　未　払　金

　引　当　金

　その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

　引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資　本　の　部

△ 2,343,565

　企 業 債 合 計

負　債　の　部

　固　定　負　債

　企　業　債

　企 業 債 合 計

　流　動　負　債

　企　業　債

　固 定 負 債 合 計
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注記 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法 

    ・主な耐用年数 

     建物         19年～65年 

     構築物        10年～60年 

     機械及び装置     8年～15年 

     車両及び運搬具    3年～15年  

     工具器具及び備品   5年～15年 

  ２ 引当金の計上方法 

  （１）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 

  （２）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して

いない。 

  （３）賞与引当金  

     職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見

込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

  （４）法定福利費引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度

末における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

  ３ 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ．セグメント情報の開示 

  １ 報告セグメントの概要 

新城市水道事業は、報告セグメントが 1つのため、記載を省略している。 

 

 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース会計に係る特例措置 

  （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 
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   （２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

       １年内   3,266千円 

       １年超   6,234千円 

        計    9,500千円 

  

 Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

     当事業年度において、期末手当・勤勉手当として２１，２５７千円を支給する

ため、賞与引当金４，３０９千円を取り崩す。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し 

     当事業年度において、期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として１，８９７

千円を支払うため、法定福利費引当金７９２千円を取り崩す。 
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